
資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成12年・平成18年）
（注）調査対象は60歳以上の男女
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
（注）平成18年度４月より介護保険の改正に伴い、要介護度の区分が変更されている。
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（２）高齢者の介護
ア 高齢者の要介護者等数は急速に増加してお
り、特に７５歳以上人口で割合が高い
介護保険制度における要介護者又は要支援者

と認定された者（以下「要介護者等」という。）
のうち、６５歳以上の者の数についてみると、平
成１８（２００６）年度末で４２５．１万人となっており、
１３（２００１）年度末から１３７．４万人増加しており、

高齢者人口の１６．０％を占めている（図１－２－
３０）。
また、６５～７４歳人口と７５歳以上人口につい

て、それぞれ要支援、要介護の認定を受けた者
のそれぞれの区分における人口に対する割合を
みると、６５～７４歳人口は要支援の認定を受けた
者が１．２％、要介護の認定を受けた者が３．３％で
あるのに対して、７５歳以上人口で要支援の認定

図１－２－２９ 医療サービスの利用状況（国際比較）

図１－２－３０ 第１号被保険者（６５歳以上）の要介護度別認定者数の推移

高
齢
化
の
状
況

第
２
節

高
齢
者
の
姿
と
取
り
巻
く
環
境
の
現
状
と
動
向



を受けた者は６．６％、要介護の認定を受けた者
は２１．４％となっており、７５歳以上人口になると
要介護の認定を受ける者の割合が大きく上昇す
る（表１－２－３１）。
介護保険制度のサービスを受給した６５歳以上

の被保険者は、平成２１年１月審査分で約３６８万
人となっており、男女比でみると男性が
２８．０％、女性が７２．０％となっている。

さらに、介護サービスの利用実態をみると、
要介護１～３の者は居宅サービスの利用が多い
一方、重度（要介護５）の者は施設サービス利
用が半数を超えている（表１－２－３２）。
要介護者等について、介護が必要になった主

な原因についてみると、「脳血管疾患」が２３．３％
と最も多く、次いで、「認知症」１４．０％、「高齢
による衰弱」１３．６％、「関節疾患」１２．２％となっ
ている。男性の「脳血管疾患」が３５．９％と特に
高くなっている（図１－２－３３）。

イ 主に家族（とりわけ女性）が介護者となっ
ており、「老老介護」も相当数
介護を頼みたい相手についてみると、男性は

「配偶者」の割合が８０．７％、女性は「子ども」
の割合が６３．１％と最も高くなっている。前回調

６５～７４歳人口（前期高齢者） ７５歳以上人口（後期高齢者）
要支援 要介護 要支援 要介護
１７４ ４８０ ８３５ ２，７１７
（１．２） （３．３） （６．６） （２１．４）

総 数
介護予防サービス 介護サービス
要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

受給者総数
（６５歳以上の受給者）

３，６７９．８［１００．０］ ３４５．４ ４４４．６ ０．４ ６２０．４ ６９９．１ ６４１．６ ５１６．６ ４１２．０
（１００．０） （９．４） （１２．１） （０．０） （１６．９） （１９．０） （１７．４） （１４．０） （１１．２）

男 １，０２９．２［２８．０］ ７７．３ １０５．８ ０．０ １６６．７ ２２４．３ ２０４．０ １４９．８ １０１．２
（１００．０） （７．５） （１０．３） （０．０） （１６．２） （２１．８） （１９．８） （１４．６） （９．８）

女 ２，６５０．６［７２．０］ ２６８．０ ３３８．９ ０．２ ４５３．５ ４７５．０ ４３７．５ ３６６．８ ３１０．８
（１００．０） （１０．１） （１２．８） （０．０） （１７．１） （１７．９） （１６．５） （１３．８） （１１．７）

計 要支援１ 要支援２
介護予防居宅
サービス

８０３．２ ３４７．０ ４５３．９
（９９．４） （９９．６） （９９．３）

介護予防地域密着型
サービス

４．６ １．５ ３．１
（０．６） （０．４） （０．７）

計 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

総数 ２，９９９．４ ０．３ ６３８．３ ７３１．９ ６６６．９ ５３３．９ ４２７．３
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

居宅サービス ２，０２５．３ ０．２ ５６５．８ ５９４．２ ４３５．０ ２６４．１ １６５．９
（６７．５） （６６．７） （８８．６） （８１．２） （６５．２） （４９．５） （３８．８）

地域密着型サービス ２２４．６ － ４２．８ ５６．２ ６６．６ ４０．６ １８．４
（７．５） － （６．７） （７．７） （１０．０） （７．６） （４．３）

施設サービス ８４２．４ － ３９．５ １０１．０ １９４．８ ２５１．４ ２５４．９
（２８．１） － （６．２） （１３．８） （２９．２） （４７．１） （５９．７）

表１－２－３１ 前期高齢者と後期高齢者の要
介護等認定の状況

単位：千人、（ ）内は％

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（平成１９年度）、
総務省「人口推計」（平成１９年１０月確定値）より算出。

（注）経過的要介護の者を除く。

（１）介護保険サービスの利用状況（介護サービス受給者数） （単位：千人）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報（平成２１年１月審査分）」より内閣府作成
（注１）［ ］内は受給者総数に対する男女の割合。（ ）内は総数に占める割合（単位：％）
（注２）６５歳以上の受給者は、６５歳以上の年齢階級別の受給者数（千人単位）を足しあげたものである。

（２）要介護度別のサービス利用状況（受給者数）（単位：千人）

（単位：千人）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成２１年１月審査分）より内閣府作成
（注１）（ ）内は要介護（要支援）状態区分別の受給者総数に占める各サービスの受給者の割合（単位：％）
（注２）総数には、月の途中で要支援から要介護又は要介護から要支援に変更となった者を含む。

端数処理等の関係上、内訳の合計が総数に合わない場合がある。
（注３）「居宅介護支援」のみの受給者は、「総数」には含むが「居宅サービス」には含まない。

表１－２－３２ 介護保険サービスの利用状況



資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）
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資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成19年）
（注）調査対象は65歳以上の男女　　
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査結果と比較すると「ホームヘルパー」の割合
が男女ともに倍増している（図１－２－３４）。

要介護者等からみた主な介護者の続柄をみる
と、６割が同居している者が主な介護者となっ

図１－２－３３ 要介護者等の性別にみた介護が必要となった主な原因

図１－２－３４ 介護を頼みたい相手（時系列・性別）
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）
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ている。その主な内訳をみると、配偶者が
２５．０％、子が１７．９％、子の配偶者が１４．３％と
なっている。また、性別にみると、男性が
２８．１％、女性が７１．９％と女性が多くなってい
る。
要介護者等と同居している主な介護者の年齢

についてみると、６０歳以上では、男性では
６５．８％、女性では５５．８％と、半数以上を占めて
おり、いわゆる「老老介護」のケースも相当数
存在していることがわかる（図１－２－３５）。

ウ 「要介護５」では約半数がほとんど終日介
護を行っている
同居している主な介護者が１日のうち介護に

要している時間をみると、「必要な時に手をか
す程度」が３７．２％と最も多い一方で、「ほとん
ど終日」も２２．３％となっている。要介護度別に
みると、要支援１から要介護２までは「必要な
時に手をかす程度」が最も多くなっているが、
要介護３以上では「ほとんど終日」が最も多く
なっており、要介護５では約半数がほとんど終

日介護している。なお、平成１９（２００７）年の調
査と１６（２００４）年の調査を比較すると、「ほと
んど終日」が０．７ポイント、「半日程度」が２．１
ポイント増加する一方で、「必要な時に手をか
す程度」が７．５ポイント減少している（図１－
２－３６）。

（３）若年期からの健康づくりが重要
６５歳以上の高齢者の死因となった疾病をみる
と、平成１８（２００６）年において、心疾患、脳血
管疾患の２つの疾病で約３割を占めている（前
掲図１－２－２８）。また、高齢者が介護を要す
る状況となった理由の４人に１人は脳血管疾患
である（前掲図１－２－３３）。
また、肥満者の多くが、高血圧症、脂質異常

症、糖尿病等の生活習慣病を併せ持ち、これら
の危険因子が重なるほど、心疾患、脳血管疾患
を発症する危険性が明らかとなった。
そういった中で、平成１７（２００５）年４月、日

本内科学会等の８つの学会が、内臓脂肪の蓄積
に着目して、「メタボリックシンドローム（内

図１－２－３５ 要介護者等からみた主な介護者の続柄


